
団体名
団体web
サイトURL

http://www.mobilehospital.org/

申請事業の分類① ④災害支援事業

申請事業の分類② 「防災・減災支援に向けたNPO等の各種団体の活動の推進」

申請事業の分類③ 「緊急災害支援に向けたNPO等の各種団体の活動の推進」

領域① １）子ども及び若者の支援に係る活動 領域②

③ 社会的課題の解決を担う若者の能力開発支援 ⑤

- - -

- -

領域③ ３）地域社会における活力の低下その他の社会的に困難な状況に直面している地域の支援に係る活動 領域④

⑥ 地域の働く場づくりや地域活性化などの課題解決に向けた取組の支援 -

設立年月日
法人格取得年月日

団体概要

代表者名

代表者の役職

代表者名 2

代表者の役職 2

役員の人数

（その内）監事/監査役・会計参与の人数

置いている監事のうち公認会計士または税理士の人数

職員・従業員合計

常勤・有給・有期

常勤・有給・無期

常勤・無給(有期・無期)

非常勤・有給・有期

非常勤・有給・無期

非常勤・無給(有期・無期)

決済責任者、経理担当者、通帳管理者のうち、決済責任者と通帳管理者が異なること

1.必要な会計帳簿が備えられている

2.業務別に区分経理ができる体制である

年間決算の監査を行っているか
8

●監査

①監事で実施

6
●資金管理体制

はい

7

●区分経理・帳簿

はい

はい

4

●役員

8人

1人

0人

5

●事務局職員

5人

以下、職員・従業員の内訳

0人

0人

1人

0人

0人

4人

2

●団体概要
東日本大震災を期に、同年11月11日総理大臣認証を経て公益社団法人として設立。災害対処の不備を提言。東北沿岸の病院が壊
滅的な被害の中でさえ、海上からアプローチできる船舶を活用した病院機能の船（病院船）は必要外とされた。その実現の為に「海洋国
日本の災害医療の未来を考える議員連盟」の設立・支援に尽力。並行して、①法制化研究活動：「災害時等における船舶を活用した医
療機能の整備の推進に関する法律」が本年成案、②ハザード教育・救急艇社会実装活動：東京消防庁と協定しオリパラ時の救護支援、
③研究講演活動等を実施。

3

●代表者情報
砂田 向壱

代表理事

-

-

申請事業概要

①NPO等の団体に拠る、市民への防災教育・ハザード教育（救急艇に乗船してハザードマップを参照しな がら被災時の避難経路等を確認するハザードツアーを含む）の支援。 ②大規模災害の発災時に、組織化された大学の医師
等の医療活動を支援。同時に小型船舶船長等の集団と 災害専門家・医師救命士集団との連携をサポートして、海上からのアプローチを中心とした、被災地現場 での避難・救護等の活動を支援。 ③これまで国として取り組まれて
いなかった船舶を活用した災害対策を支援する為に、上記の取り組みを行 うNPO等の各種団体の組織強化、人材育成、自己資金の調達等の自立化を促す活動を継続的に実施し、 環境整備を行う。 ④国及び各地方公共団体との
連携を踏まえた、船舶を活用した災害支援についての研究会を立ち上げ、災害 支援の方法、準備、訓練、教育等についてのプランを策定する。加えて、円滑な官民連携活動の実現に向 けて、公の機関及び民間団体等との調整を
行い、船舶を活用した大規模災害時の災害支援・復興支援の行 動計画の作成し、国（議連等）に対して提言する。

団体組織情報

1
●設立・法人取得年月日

2011/11/11
2011/11/11

 社会的孤立や差別の解消に向けた支援

-

４）その他

分野③ 分野④

副題 防災教育・医療・小型船舶運航各団体の組織化とネットワーク化

優先すべき社会の諸課題選択科目

２）日常生活又は社会生活を営む上での困難を有する者の支援に係る活動

分野① 分野②

2021年度通常公募_団体情報シート

公益社団法人モバイル・ホスピタル・インターナショナル
申請事業名

申請受付番号 2103
主題 船舶を活用した災害支援育成・環境整備事業



1 前年度の助成件数 （件）

2 前年度の助成総額（円）

システム入力
誓約 チェックあり

業務1.1の確認 チェックあり

業務1.2の確認 チェックあり

業務2の確認 チェックあり

業務3 該当なし
業務3の確認 チェックあり

同意 チェックあり

助成実績

5団体

4,000万円

3

助成事業の実績内容

弊団体として助成事業を活用した実績は御座いませんが、助成金の適切な運用・管理を実施する為に、助成金事業の有経験者である公益法人公認会計士を業務委託し、本事業の運用・資金管理を適切に行います。ま
た理事メンバーには別途中間支援組織として助成事業に携わり、資金管理等を自組織内で実施し、助成した団体への支援並びに管理（例：月別の詳細計画と実績との分析を踏まえた資金分配他）を行った者もおり、
本事業に於いてはその経験を活かします。（下記はその際の実績です）

欠格事由に関する誓約
業務に関する確認

個人情報保護に関する基本方針の同意

誓約確認等


